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【解説】  

１  本通達の改正は、取引所売買有価証券の気配相場の価格について、時価算定会計

基準の制定に伴う令和２年度の税制改正に対応した見直しを行うものである。  

２  税務上、取引所売買有価証券の時価評価金額は、原則として、金融商品取引所に

おいて公表された事業年度終了の日の最終の売買の価格とされ、その最終の売買の

価格がない場合には、その事業年度終了の日の最終の気配相場の価格によることと

されている（令 119 の 13①一）。  

  これについて、旧通達２－３－ 30《取引所売買有価証券の気配相場》では、旧法

人税法施行令第 119 条の 13 第１号《売買目的有価証券の時価評価金額》に規定す

る「最終の気配相場の価格」は、その日における最終の売り気配と買い気配の仲値

とし、当該売り気配又は買い気配のいずれか一方のみが公表されている場合には、

当該公表されている最終の売り気配又は買い気配とすることとしていた。  

  これは、旧金融商品実務指針において、株式に付すべき時価は市場価格とし、市

場において公表されている取引価格の終値を優先適用し、終値がなければ気配値を

適用し、その場合の気配値は、公表された売り気配の最安値又は買い気配の最高値

とし、それらがともに公表されている場合には、それらの仲値とすることとされて

いたことによる（旧金融商品実務指針 60～ 62）。  

３  時価算定会計基準の制定に伴い、旧金融商品実務指針から時価の算定に関する定

めは削除され、時価算定適用指針においては、時価を算定する資産又は負債に売り

気配又は買い気配がある場合には、その資産又は負債の状況を考慮し、売り気配と
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2－ 3－ 30 令第 119 条の 13 第１項第１号《取引所売買有価証券の時価評価金額》

に規定する「取引所売買有価証券」の同号に規定する「最終の気配相場の価格」

は、その日における最終の売り気配と買い気配の仲値とする。ただし、当該売り

気配又は買い気配のいずれか一方のみが公表されている場合には、当該公表され

ている最終の売り気配又は買い気配とする。  

 (注 )１  法人が、転換社債型新株予約権付社債（募集事項において、社債と新株

予約権がそれぞれ単独で存在し得ないこと及び新株予約権が付された社債

を当該新株予約権の行使時における出資の目的とすることをあらかじめ明

確にしている新株予約権付社債をいう。）に係る最終の気配相場の価格とし

て、取引所の定める基準値段（当該転換社債型新株予約権付社債について事

業年度終了の日の翌日の呼値の制限値幅の基準となる価格をいう。）を使用

しているときは、これを認める。  

  ２  当該売り気配と買い気配の間の適切な価格を用いることとする旨及びそ

の内容を予め定め、会計処理方針その他のものにより明らかにしている場合

で、本文に定める方法に代えて当該予め定められた内容により決定される価

格を継続して「最終の気配相場の価格」としているときは、これを認める。 
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買い気配の間の適切な価格をインプットとして用いることを原則としつつ、仲値に

ついても、実務上の簡便法としてその利用を妨げないこととされている（時価算定

適用指針９）。  

  このとおり、会計では、気配相場がある場合の時価の算定方法は、売り気配と買

い気配の範囲内の適切な価格による方法を原則としつつ、仲値による方法も簡便法

として認めることとされたのであるが、売り気配と買い気配の範囲といっても幅が

あり、その幅の中のどの価格を適切なものとするかの判断基準は特に示されていな

い。そのため、算定された価格の妥当性を判断することが困難であることに加え、

時価算定についての恣意性が介在する余地があり課税上の弊害が生ずる可能性が

ある。この点、仲値であれば画一的な計算結果（時価）を得ることができ、同じ種

類及び銘柄の取引所売買有価証券の時価 が一法人の中で一貫していれば時価算定

についての恣意性は排除されるため、税務上は引き続き仲値による方法を原則とす

ることとしている。  

  なお、法人が売り気配と買い気配の範囲内の価格付けに関する会計方針を採用し、

あらかじめ定められた内容により決定される価格を継続して最終の気配相場の価

格としている場合には、時価算定についての恣意性は排除されるため、その算定方

法は当然に認められることになる。本通達の注書２において、このことを明らかに

している。  

４  なお、本通達の取扱いは、令和２年４月１日以後に終了する事業年度分の法人税

について適用され、同日以後に終了する事業年度（令和３年３月 31 日以前に開始

するものに限る。）において令和２年改正令附則第６条第２項《売買目的有価証券

の時価評価金額に関する経過措置》の規定の適用を受ける場合の売買目的有価証券

の時価評価金額の計算に当たっては、旧通達２－３－ 30 の取扱いの例によること

に留意が必要である（令和２年改正通達経過的取扱い⑴⑵）。  

５  連結納税制度においても、同様の通達（連基通２－３－ 26）を定めている。  

  


